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論 文 内 容 の 要 旨 
 本論文は、現在の日本の教員人事評価の問題点を、人事管理の観点と、教職と学校組織の特徴の両面から考
察し、改善方策の提案を試みた研究の成果をまとめたものである。 
 現在、教員の人事評価は、従来の勤務評定にかわるものとして、営利企業の成果主義型人事評価を参考とし
た「新たな人事評価」の導入実施が進められている。しかし、この「新たな人事評価」に対しては、先行諸研
究において多くの問題点が指摘され、各種の調査によって大半の教職員から納得が得られていない現状が明ら
かにされている。そこで、本論文では、現在の「新たな人事評価」は、「人事評価として」の妥当性と、「教員
の」人事評価としての妥当性の、両面に問題があるのではないかとの仮説を設定し研究を進め、具体的には以
下の構成で研究成果をまとめた。 
 第１章では、現在の教員評価問題をめぐる状況を整理するとともに、現在の評価がそもそも教員の人事評価
として成立しているか否かについての理論的・実証的な研究が行われておらず、明確な教員人事評価の理論や
方法も確立していないことを指摘し、本研究の必要性と意義を示した。 
 第２章では、現在採用されている評価方法の妥当性について、人事管理の理論と教員の職務の特徴の両面か
ら検討した。その結果、人事評価の基盤となる能力の評価基準が未確立であるとともに、評価目的に方法が整
合していないという、理論上の根本的な問題点を特定するに至り、第一の仮説である「人事評価として」の妥
当性に深刻な問題があることを論証した。 
 第３章では、実際の学校現場での取り組みの実態調査から、現状の課題を明らかにし、その原因の特定を試
みた。その結果、各学校の独自の事情によるものというよりは、現行の制度や評価方法に起因する問題が大半
を占めていることを明らかにした。 
 第４章では、第２章、第３章において得られた結果を総合して検討した結果、教員の職務の特徴に評価方法
が適合していないことが根源的な問題であるとの結論に至った。すなわち、第二の仮説である「教員の」人事
評価としての妥当性にも問題があることを確認した。そのうえで、教員の人事評価の原則および成立要件を確
認した。 
 第５章では、組織の成果と人事管理の関係と、学校組織における成果の特徴から、教員人事評価と学校評価
の関係について整理した。その結果、学校組織における成果の評価は、人事評価の「業績」として問うのでは
なく、学校評価の領域で把握することが妥当であるとの結論を得た。 
 本論文は、これまで先行諸研究において理論的に検討されてこなかった、現在の評価方法の教員の人事評価
としての問題点を特定することに成功している。また、今後、新たな理論の構築や方法論の議論の際に確認し
ておかなくてはならない原則や要件を、人事管理論と教職・学校組織の特徴の、両研究分野で蓄積されてきた
知見に立脚し明確化し、提案することに成功している点が、本論文最大の功績であるといえる。 
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本論文は、現在の日本の教員人事評価の問題と課題を明らかにし、その改善方策の提案を試みたものである。
具体的には、従来の勤務評定に代わって導入・実施が進んでいる「新たな人事評価」を対象に、そこで採用さ
れている評価手法が評価目的と整合性があるかについて、人事管理や人事評価に関する知見と、教職や学校組
織の特徴あるいは教員の職能成長に関する知見の両面から、その妥当性を検討している。 
 従来の日本の教員評価に関する研究は、主として教師論や教師の職能成長の観点からの研究は進められてき
たが、これだけでは現在問題になっている「新たな人事評価」には対応できない状況にある。なぜならば、そ
こでは人事評価の議論には不可欠な人事管理論や人事評価論をふまえた教員人事評価の研究は行われてこなか
ったからである。そのために、「新たな人事評価」制度において採用されている評価方法や評価の構成が、そも
そも人事評価として妥当なものかどうかという問題と、現実に教員の人事管理上必要となる評価をどうするべ
きかという問題は残されたままになっている。 
 そこで本論文では、２つの仮説を設定して、「新たな人事評価」の評価方法の基盤になっている論理と手法に
ついて、その妥当性を検討している。すなわち、現在の「新たな人事評価」は、「人事評価として」の妥当性と、
「教員の」人事評価としての妥当性の、いずれの面にも問題があるのではないかというものである。これらの
仮説を、人事管理と人事評価の観点と、教職や学校組織の特殊性の観点の両面から検証を行ったところに、本
論文の独自性がある。 
 第１章では、現在の教員評価の問題状況と、教員評価研究の動向と課題を明らかにし、本論文の考察の観点
と研究方法を精査し、教員人事評価の教員評価研究における位置づけと役割を解明している。まず、従来の勤
務評定に代わる新しい人事評価が求められていること、それは指導力不足・不適格教員の問題を背景としたも
のと、公務員制度改革を背景とした能力と業績に基づいた新給与体系に対応するものの２つの側面から求めら
れているとして、学校現場では、学校評価と教員人事評価をどう関連づけあるいは区別するべきかという問題
が浮上していることを明らかにしている。つぎに、外国と日本の教員評価制度に関する膨大な先行研究を探査
して、これまでの教員人事評価を対象とした研究では、教職や学校組織の特殊性の観点からの研究に加え、人
事評価の議論には不可欠なはずの人事管理論の知見も合わせた研究が欠けていたとし、これをふまえた研究が
必要であるとしている。また、教員評価のあり方を議論する前提として、評価目的を限定することが重要であ
るとし、評価目的の違う評価を一つのシステムで行うのは不可能である。評価の目的が違えば、評価の方法も
違ってくる。従って、人事評価のあり方は、人事管理の目的を明確にした上で行うべきだとする。すなわち、
現に教員人事評価ということで実施されていることが、人事評価として成立しているかどうか、人事管理上の
目的に即した評価方法であるかどうか、教員という職業の特殊性に適合した評価内容や方法であるかという観
点からの研究がなされるべきである。そのための理論や方法が確立されていないとする。また、学校組織とい
うようなヒューマン・サービス組織は、その特殊性を強調するだけでなく、それをふまえた独自の論理に注目
し、共通項を探りながら、その論理の構築を図る方が、企業組織論や行政組織論に対して、独自の概念や方法
論を主張できるため、教員の人事評価のあり方についても、人事管理論や組織論の視点も統合し、学校や教職
の特徴に適合し、かつ、人事評価として成立しうる理論の構築が必要になっていると指摘している。教職や学
校組織の特質からだけでなく、人事管理・人事評価論にも注目したところに、教員人事評価論としての厚みを
増している。 
 以上のような観点をふまえて、２章以下を構成している。 
 第２章では、「新たな人事評価」において採用されている評価方法について、人事評価の論理と教員の職務の
特徴の両面からその妥当性を検討している。具体的には、各都道府県教育委員会が公表している資料をもとに、
全国で導入・実施が進められている「新たな人事評価」の特徴を整理し、そこで用いられている評価方法が人
事評価の理論から見た際の妥当性も教員の人事評価としての妥当性も満たしていないことを明らかにしている。
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「新たな人事評価」に関する全国規模での調査・整理はほとんどなく、その共通の特徴を明らかにしたことに
は意義がある。 
 第３章では、実際の学校現場で行われている「新たな人事評価」の実施・運営上の具体的な問題点を、大阪
府を事例に取り上げ、府教育委員会、府高等学校教職員組合のアンケートや学校長、教員へのインタビュー調
査、さらには具体的な評価資料の分析等を通じて浮き彫りにし、課題を導き出している。すなわち、目標の具
体化が困難、評価の客観性・妥当性が低い、個人単位で成果を問うことの妥当性が低い、評価に必要な取り組
みに割ける時間の限界の４点である。具体事例による調査、特に校長へのインタビューや一般には見ることの
できない評価資料の分析など、困難をともなう作業を経て得た結果には説得力を持つものといえる。 
 第４章では、第２章、第３章をふまえて、現在の「新たな人事評価」が抱える基本的な問題と、教員の人事
評価として成立するための改善すべき点を明らかにするために、教職の特性と職能成長に関する先行研究と、
人事管理・人事評価に関する研究をふまえて、両面からの検討を加えている。そして、そこから教員の人事評
価に関する独自の理論を構築するために、それが成立するための原則や成立条件が解明されなければならない
とする。教員人事評価は人事の改善につながる評価であることが原則であり、他の人事政策との間に整合性が
なければならないこと、業績評価と人事評価を区別する必要があること、それゆえ、人事評価は能力の評価を
中心に構成すべきであることを指摘している。これは「新たな人事評価」に対する単なる批判ではなく、「教員
人事評価論」という本論文の提案への序説にもなっている。 
 第５章では、組織の成果と人事管理の関係、あるいは学校組織における成果の特徴から、教員人事評価と学
校評価の関係を論じている。組織における成果と人事評価の関係を、人事管理の理論との関係で整理すると、
教員の職務や学校組織において達成される成果の特徴からすれば、成果の評価を「業績」として問うのではな
く、学校評価の改善につながるためには、学校評価等の結果明らかになった問題の解決に必要な項目が人事評
価に設定される必要があると指摘している。それゆえに、人事評価のあり方も学校評価において問われるとい
う関係であるべきだと提起している。この提案は卓見ではあるが、「能力」評価と「業績」評価の関係につきな
お吟味すべき課題はある。 
 本論文は、これまで理論的に検討されてこなかった、人事管理や人事評価の観点および教職と学校組織の観
点の両面から、教員の人事評価の問題点を理論と運用の両側面から解明して、その改善のための原則と成立要
件を明らかにしており、なお組織論的な解明に課題を残すものの、教員人事評価の研究を前進させただけでな
く、その独自の新たな理論の構築に向けた礎石を築いたものとして高く評価できる。 
 以上の所見により、本論文は大阪市立大学博士（文学）の学位を授与するに値するものと認められる。 
